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地熱調査における物理探査の現状と展望

川村政和1)

亙｡地熱調査の考え方の変遷

1.1地熱資源開発の変遷

わが国の地熱開発は,1966年(昭和41年)の日本

重化学工業㈱による松川地熱発電所と翌1967年(昭

和42年)の九州電力㈱による大岳発電所の運転開始

をもって本格的た利用の歴史が始まった.当時,地

熱流体はせいぜい地下の深度数100mから1000m

程度のボｰリングによって生産されていた.1万

KW程度の発電量ならぼその程度の深度でも可能

であった.しかし発電規模を更に大きくするにはよ

り大量の地熱流体を確保する必要があり,'そのため

開発対象を更に広くしかも更に深くまで拡大するこ

とになった.そのような地慈資源を深部地熱資源と

よぶカミ,これに対して前者は浅部地熱資源と称畦ら

れるようになった.開発対象の変化につれて,探査

手法も変わった.浅部地熱資源が対象の場合は大掛

かりな探査を行うよりも,地表の地熱徴候を目標と

してすぐ掘削したほうがてっとりばやく,しかも確

実であったろう.しかし深部地熱資源が対象とたる

と,掘削地点の決定がより難しくなる上に掘削コス

トが大幅に上昇するため,より精度の高い地下構造

の把握が要求されるようになり,必然的に物理探査

の重要性カミ増してきた.つまり地熱探査の歴史は,

浅部から深部へ,あるいはより広い範囲の地熱構造

の把握を目指して進歩してきたということができ

る.そして地熱資源に対する開発･研究がすすむに

つれて,最近は地熱流体が断層や破砕帯に滞留し,

流動しているということが明らかになってきた.即

ち,地熱流体の採取範囲と,その賦存構造認識が大

きく変化した訳である.

1.2地熱調査の考え方

地熱調査の目的は,地熱資源がどこにあるか,さ

らには,どれ種あるかを調べることである.｢地下

水｣がrマグマ｣等の地球の熱エネルギｰによって

第1表地熱3要素に対する物理探査法の役割

◎最適○有効△効果

��概査���精査��開発�

調査法��水平分布���垂直分布��断裂�流体

�熱�水�構造�熱�水�構造�構造�流動

重力探査���◎���◎��

反射法地震探査���△���◎�○�

屈折法地震探査������○��

徴小地震法�○������◎�○

磁気探査�○��○�△����

シュラソベルジャ法���△��○�◎�○�■

MT法電磁探査��○�○��○�◎�○�

SP法��○���△���○

地温･熱流量調査�◎�○��○����◎

熱映像調査�◎�○������

坑井利用電気探査��◎������○

弾性波トモグラフィ������○�◎�

VSP������○�◎�

熱せられると｢地熱蒸気｣やr地熱水｣となる.そ

れらを総称してr地熱流体｣というが,そうした地

熱エネルギｰが資源として有用であるためには,一

定量以上のr地熱流体｣を確保しなげれぼならない.

例えぼ1万KWの地熱発電を行うためには,1時

問当たり約100tの地熱蒸気が必要である.即ち地

熱調査では単に高温部を探すだげではたく,そこに

地熱流体がどれ程あるかを把握することが重要であ

る.｢勲｣･｢水｣･｢貯留構造｣を地熟資源の3要素

といい,地熱資源探査の目的は,それらを把握し,

開発可能性の評価を行うことである.そこにおいて

物理探査のほとんどは,地熱流体の存在が期待でき

るようた｢貯留構造｣の捕捉を目的として実施され

ることが多い.そして地熱流体の存在が確認される

と,次にその賦存量の評価を目的とした探査が実施

される.

現在,地熱開発に比較的多く利用されている物理

1)地質調査所地殻熱部
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探査法について,その探査目標と地熱3要素との

関連をまとめたのが第1表である.概査･精査･

開発といった調査･開発の進行段階に応じて探査目

標が高度になってくると,探査法もそれに応じて変

わるが,r勲｣･r水｣探査には有効な方法の少たい

ことが明瞭である.また地熱資源の貯留構造が地下

の断裂系破砕帯であるという考え方になると,その

方法もフラクチャｰ分布を精度良く把握することを

目的とした探査方法の開発が必要となり,弾性波ト

モグラフィｰを中心とした新しい探査法の開発がな

されつつある.

2.地熱資源調査プロジェクトにおける物理

探査

前述した1966年の地熱発電所の運転開始のかた

り以前から,各地で地熱調査が行われてきていた.

それらの発電所の開発についても,そのかなり以前

から地熱調査が実施されており,例えば地質調査所

は既に1947年には地熱開発地域選定に関する研究

を開始し,1951年に大分県の地熱地帯において電

気探査･地震探査や地温調査を実施している.

しかし国として組織的な地熱調査カミ始まったの

は,オイノレ･ショック後の1973年からである.地

熱エネルギｰ開発の重要性が再認識され,新エネル

ギｰ源の開発を目的としたサンシャイン計画の発足

により,全国的な地熱資源の分布調査が行われるよ

うにたってきた.地質調査所はそれに先立って全国

200ケ所におよぶ地熱有望地を提示しており,以後

の地熱資源分布調査に対して指針を与えた.サンシ

ャイン計画の発足と共に,わが国の全国にわたる地

熱資源量を把握するための基礎調査が1973年から

開始された.それらの｢全国地熱基礎調査｣･｢地熱

開発精密調査｣･r地熱開発基礎調査｣が終了した

後,新エネルギｰ総合開発機構(NED0)が設立され

ると,概査の質を更に向上させたr地熱開発促進調

査｣や広域的に地熱資源賦存量を把握するための｢全

国地熱資源総合調査｣が開始された.以下で各調査

の概要を紹介すると共に,第2表ではそれらを基

礎調査･促進調査･広域調査に分類して調査内容に

ついての簡単た比較をしている.

『全国地熱基礎調査』(1973～75年:30地域)

本調査は,わが国の地熱資源量の見積もりと開発

1992年9月号

第2表地熱調査の内容比較

A)地熱資源基礎調査(1973-1979)

B)地熱開発促進調査(1980-1992)

C)広域熱水流動系調査(1984-1990)

調査�A�B�C

目的�基礎デｰタの�地熱貯留層の�広域地熱系の

�収集�確認�把握

期問�2年�3年�3年

面積�10km2�50～70km2�500km2

構造試錐�500m×1�1500m×7�1000m×1

熱流量調査�10～20㎜�400m×3�50m×20

�㈰�㈰ね�

�変質帯�地表地質�火山岩年代

�地化学�地化学�流体地化学

�放熱量�勲流量�放熱量

�重力�重力�精密重力

�シュラソベル�シュラソベル�

�ジヤ法�ジヤ法�

��ダイポｰル�

��マツピソグ法�

調査内容��SP法�

��流電電位法�

��MT法�MT法

��AFMT法�AMT法

��ELF-MT法�CSAMT法

��TDEM法�

��微小地震�

��噴気テスト�

のための基礎デｰタを得ることを目的として,

1973～75年の3年問にわたり上述した約200ケ所の

地熱地域の内から第1図に示している30地域を対

象として実施した.調査項目は変質帯調査･放然量

調査･地化学調査および地下構造探査である.地下

構造探査としては重力探査または電気探査を実施し

た.地質調査所が実施した放熱量調査は10m深地一

温分布調査や温泉･噴気等による対象地域からの熱

エネノレギｰ放出量を見積もる目的からなされた.電

気探査はシュラソベノレジャｰ法による直流法垂直電

気探査が適用された.その他,地域の状況に応じて

地震探査と磁気探査および空中熱映像調査が実施さ

れた.

r地熱開発精密調査』(1974～77年:19地域)

｢全国地熱基礎調査｣の終了した地域の内,可能

性の高い19地域について,さらに地熱貯留層の確

認を目指すべく,500m級の構造試錐を主体とし,

補足的にシュラソベノレジャｰ法電気探査を含む｢地�
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鐙全国地熱基礎調査

○地熱開発基礎調査

(工973-976)

������

全国地熱基礎調査

｡

I)豊羽･定山渓王6)那須刃｡

:1意㌶票1;:富駕!

�

4)駒ケ岳南部19)北アルプス亀01

�

5)十勝川上流20)焼母乳

6)下北21)白山a

　

7)八甲田22)伊豆北部⑧

6地熱開発基礎調査

8)八幡平北部23)伊豆南部

a)壮瞥

9)八幡平南部24)紀伊山地sT

b)大成･熊石

10)栗駒北部25)美方鴫事

｡娯OC)小和瀬

11)栗駒南部26)涌蓋､｡qd

1｡)肘折･･)阿蘇･'d)花巻

㌫:;1篇･備謄･馴

臓∵)南西諸島攻聾11奈嘉!

吊硲藏111ギ

!淘㌧･)愛山渓

n)温海

〆

｡)小谷

P)中尾

t)湯田q)水分峠

u)赤倉r).アトサヌプリ

彩V)湯ノ平･)岩木

第1図地熱資源基礎調査地位置図

熱開発精密調査｣を実施した.

『地熱開発基礎調査』(1976～79年:22地域)

上記の調査の終了に伴い,引き続き全国の地熱有

望地域を対象とし,｢全国地熱基礎調査｣と｢地熱

開発精密調査｣とを合わせた性格の第2次基礎調査

として｢地熱開発基礎調査｣が開始され,1976～

79年にわたり全国22地域(第1図)で実施された.

調査項目は第1次とほぼ同じで,放熱量調査･重力

調査･地震探査･電気探査･変質帯調査･地化学調

査および500m級の構造試錐である.電気探査に

ついてはやはりシュランベルジャｰ法による直流法

垂直電気探査が適用された.｢全国地熱基礎調査｣

に比べて地震探査の適用が大幅に増加したが,その

方法としては微小地震探査法が多用されている.

『地熱開発促進調査』(1980～92年:1期分38地域;

6地域継続中)

本調査は,有望であるにもかかわらず開発が進ん

でいない地熱地域について,国が先導的調査を施す

ことにより探査リスクを軽減し,民間企業を誘導L

て地熱発電所開発の促進をはかろうとするものであ

る.調査の進め方(第2図)は,1年次で高温部を把

握し,2年次で地熱貯留層を捕捉,更に3年次目で

地熱流体を確認するという流れで構成されており,

各年次毎の評価をしながら3年間にわたって実施

するというものである.1地域当たりの標準的調査

内容は1000～1700m深構造試錐等8本と400m深

熱流量調査に物理探査･地質調査･地化学調査およ

び環境調査からなっている.物理探査としては重力

探査の他,各地域の状況に応じて種々の電気探査法

を使い分けている.尚,本調査は全国38地域に及

地質ニュｰス457号�
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調査内容�1年目�2年目�3年目

I.慾資源賦存状況調査���

1.地表調査���

a)地表地質調査���

h)地化学調査���

c)物鍵探査���

2.坑井調査���

呂)慈流量調査(400m級3本)���

も)構造ボｰリング(1000冊級3本)���

c)精密構造求一リング(1560刷級3本)���

d)環境ポｰリング(1500皿級2本)���

皿､環境調査���

気象･大気･水質･動植物･景観���

騒音･地盤･温泉･微小地震箏���

皿.総合評価���

調査目的�高温域�地熱膨留部�鑓熱流体

�の把握�の把握�の確認

第2図.地熱開発促進調葦における調査内容の年次展開

#全国地熱資源総合歯査(1980-i983)

剃次(腕0-1983)全国

籔第2次(1984-986)4地域

日第3次(1987-19晩)6斑鐵

滋(1.ニセコ2.八甲田3.商会津4菌分)

口(5.十勝6.那須7.鶴見岳)

口(8.秋田駒9.磐梯i0.阿蘇)

#大規模深部地熱発電所環境保=全実証調査

0(豊肥:1978-1985)

#地熱探査技術等検証調査

◎(仙岩;1980-1988)o

Φ(栗駒.

心

切

第3図

地熱探査技術プロジェクト位置図

℀

ぶ第1期調査を終了し,1992年度(平成4年度)か

ら内容を改めた第2期調査を開始することにたっ

てし･る.

『全国地熱資源総合調査一広域熱水流動系調査』

(1980～90年)

以上の個別地域に対する調査とは別な観点から,

日本列島における地熱資源の賦存状況の広域的な把

握を目的とした調査が実施された.まず第1次調

査では日本列島全体を対象として,レｰダｰ映像法

･キュｰリｰ点法などのリモｰトセンシングを駆

使した調査や重力法調査等による地熱資源賦存調査

が実施され,全列島的地熱資源評価を行った.そこ

から抽出された有望地域の内,下記の合計10地域(第

3図)について,以後の第2次および第3次調査が

実施され,そこでは熱水流動系に注目した広域調査

が行われた.

第1次調査(1980～83年:日本列島)

第2次調査(1984～86年:ニセコ･八甲田･

南会津･国分地域)

第3次調査(1987～90年:十勝･秋田駒･磐梯･

那須･鶴見岳･阿蘇地域)

第2次･第3次調査では,火山岩分布年代調査･

流体地化学調査･精密重力調査･比抵抗調査･P波

速度構造調査および放熱量調査が実施された.比抵

抗調査は主にMT法であり,国分地域のみで行わ

れたP波速度構造調査の内容は微小地震観測であ

る.

3｡地熱調査･開発における物理探査活動

3.1物理探査法利用の現状

一方地質調査所では,わが国における各方面にお.

げる前年の物理探査･調査活動の状況をまとめて,

r物理探査･調査研究一覧｣という報告書を毎年発

行している.そこでは,``金属及び非金属"とか``地

下水''といった9種類の調査対象別の活動の分類

について,重力･地震･電気といった10種類の調

査方法別の分類がだされている.地熱資源に対する

探査･調査活動については``地葱及び温泉"に分類

されている.このデｰタを利用して地熱に対する探

査･調査活動がどのような状況にあるかを考察す

る.

まず調査対象別の分類に従って,サンシャイン計

1992年9月号�
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画が発足し国による本格的な地熱調査が開始された

1974年以降,90年(以下,特に年号を付きたい限り

1900年代を示す)に至るまでの17年間にわたる調査

･探査活動の統計をとった.その結果(第4図)か

ら,全体としては地震探査が最も多く5700件以上

におよび,年間300件程度の活動がある.坑井の掘

削本数に依存する検層を別格とすると,以下電気が

2500件程度,磁気が1400件程度と続く.これに対

し``地熱及び温泉"は電気と放射能がいずれも500

件以上あり,測温･地震･重力の3種がほぼ200～

150件程度で並んでいる.全体と比較すると,地震

はそれほど多くはたく,磁気は極めて少ない.また

逆に,放射能と測温の全体に占める割合がかたり大

きいといった点カミ特徴である.海上地震が全く無い

のはうたずげるとしても,磁気が少なく放射能の多

い点が特に際立っている.

次に,``地熱及び温泉''で多い重力･地震･電気

･放射能･測温の5種類について;さらにその内

容を``地熱''と``温泉"に分けて詳細な検討を試み

た.その結果を第5図に示しているが,放射能の

96%と電気･測温のほぼ50%を温泉調査が占めて

いる.これに対して重力･地震の70%以上は``地

熱"による活動であることが明らかとなった･即

ち,地熱調査については重力･地震･電気･測温の

4種類の探査法の利用頻度の高いことが判明した.

3.2物理探査活動の経年変動

次にそれらの探査活動が経年的にどのような変動

(第6図)をしているかといった観点から検討を加

えた.図中の横軸は西暦190b年代を示している.

“地熱及び温泉''の総調査件数は,1977年を底とし

て増加傾向にあったが,86年からは更に顕著に増

加し,89年にピｰクを示している.90年にやや減

少しているのは,集計上の遅れも関係していると思

われる.この内訳を“地熱''と“温泉"に分けてみ

ると,温泉調査件数は85年まではほぼ一定の状態

にあったが,それ以降は上昇を始めて,全体と全く

同様な傾向となっているのに対し,地熱調査件数は

82年をピｰクに逆に低下傾向となり,最近では77

年頃の最低線にまで下カミってしまっている.これら

の点から知られることは,“地熱及び温泉''全体の

1986年以降の総調査件数の急激な上昇は“温泉"

に依存していたことが明白である.また,それらの

調査の内で航空機(主にヘリコプタｰ)を利用した探

�　

�　

�〰

㌰〰

㈰〰

仙00

�一鮒�

��麗馳熱･温泉調査
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震

能化

第4図主要物理探査法別地熱･温泉関連探査件数

(1974～90)

第5図
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第6図

90年

当たっており,そうした探査手法別の増減カミ関係し

ているのではないかと推察された.このため電気探

査の変動内容について,更に詳細な検討を加えた.

電気探査の内,MT法やEM法等をr電磁｣に,

自然電位法や流電電位法等をr電位｣に分類した.

また主たる｢電気｣探査法はシュランベルジャｰ法

である.それらの探査件数の経年変動を第8図に

示している.これから非常に興味深いことが知られ

る.シュランベノレジャｰ法等の電気探査は1974年

以降減少傾向にあるが,83年以後の利用は横這い

状態にある.しかし1980年頃からそれに代わって

電磁探査法が利用され始め,件数の上からみると,

以前の電気探査にとって代わった様子があり,先の

推定を裏付けた結果となっている.

これらの点を実際に開発に携わっている企業･デ

ィベロッパｰの動向からながめたのが第7a図に示

すグラフである.即ち,既述した第7b図の内,国

による調査等を省いて,民間企業自身の探査･調査

活動の経年変動を表している.しかし,この図では

��

地熱･温泉別探査件数の経年変動(1974～90)件数

毛5

査件数をマ印で示している.この変動傾向も``温泉"

と同じであるので,主としてその方面で利用されて

いることを証明している.このことは,ヘリボｰソ

探査が比較的利用しやすくなったことを意味Lてお

り,今後の地熱調査への波及が窺われる.

そのような増減は,景気の変動とか他の要因との

関連もあろうから,別な観点からの解釈も可能であ

ろう.しかし以下では,そのようなこととは別た物

理探査法自身の要因について検討するため,前節で

知られた,地然調査で多用されている重力･地震

･電気･測温の探査法別の経年変動(第7b図)を求

めた.重力･地震は1977年以降は似かよった傾向

を示し,82年頃にピｰクを示す.測温については

全般にわたり減少傾向にある.これらに対して電気

はかなり異なっていて,一貫して増加傾向にある.

特に,全体が低下傾向に入る83年以後も,他の減

少僚向とは異なって増加している.この原因として

考えられるのは,1982年以降は地熱調査において

MT法電磁探査が本格的に利用され始めた時期に

1992年9月号

{①
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第7図主要物理探査法の地熱探査件数経年変動

(1974～90)�
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第8図電気探査法の手法別地熱探査件数経年変動

(1974～90)

電気探査も他の探査法とほぼ同様な動向を呈してお

り,第7b図のような顕著な違いは見られない.つ

まり電気探査法全体の動向をa七面図で比較すると,

83年までは双方の変動傾向は同じであるにもかか

わらず83年以降の傾向が全く異なっており,第7a

図では他探査法の傾向と格別な差はみられない.こ

れはMT法電磁探査は民間企業自身の探査ではそ

れほど利用されていないことを意味している.この

原因としては,同探査法のコストや利用上の簡便さ

に関係があるのではないかと考えられる.そういっ

た点が改善されたなら,MT法の利用はさらにの

びる可能性があるといえよう.

3.3地熱探査法の開発研究

本文の冒頭で述べたように地熱調査が始まった初

期段階では,地熱徴候地において主に温度の把握を

主体として行われた.そして前節で紹介したようだ

地熱資源調査においては既存の探査法を利用して実

施されたが,地熱資源に対する更に高度な探査･評

価法の開発が望まれた.このため例えば地質調査所

ではサンシャイン計画の一環として,以下のような

探査法についての基礎研究を実施した.

･広域深部地熱資源賦存に関する研究

(1975～78年)

AFMT法･MT法･地震探査法･リモｰト

セソツソグ法･赤外線熟映像法等

･深部地熱資源探査技術に関する研究

(1979～)

サイスミックエミッション法･流動電位法寺

尚,これらの研究成果についてはいずれも技術移

転され,その後の地熱調査において利用されてい

る.そして現在は,地熱貯留構造に大きな係わりを

もつ地下断裂系や破砕帯を精度良く把握する新探査

技術の開発を目的として,新エネルギｰ･産業技祐

総合開発機構(NED0)を中心に,次だるプロジェク

トが進められている.

･断裂型地熱貯留層探査法の開発(1988～)

アレイ式MT法･高精度反射法･弾性波ト

モグラフィｰ･ySP･微小地震法

辺.地熱探査技術プロジェクトにおける物理

探査法の評価

前節までは種表の物理探査法がどのようた利用の

され方をしているかについて述べてきた.第3節

で述べた国によ6地熱資源分布調査については,あ

る一定方針のもとにほぽ同様た調査メニュｰにもと

ずいてなされている.つまり,全国的な比較が可能

なような調査方式が行われている.そのため採用さ

れる探査法も,必ずしも対象地域の実状に合わ造ら

れたい部分もあって,その結果をそのまま評価する

ことは難しい.しかし,それらの地熱資源分布調査

や地熱資源量把握調査に対して,地熱資源探査方法

について開発･検討を行ったプロジェクトがある.

以下ではそれらの調査目的と結果について,その概

略を紹介している.

『大規模深部地熱発電所環境保全実証調査』

(豊肥地域:1977～85年)

r大観模深部地熱発電所環境保全実証調査』は,

国産エネルギｰの利用拡大と電源多様化の一環とし

て,それまで開発の対象とされていたかった地下

2000～4000mにおよぶ深部地熱資源の利用により

地熱発電の量的拡大をはかるため,広域がつ深部に

わたる地熱構造を把握するとともに環境との係わり

について調査するという,当時としては画期的なプ

ロジェクトであり1978～85年にわたって実施され

た.これは大分県と熊本県の県境に位置する豊肥地

域に対して全部で約20項目の調査を集中して実施

するという点においても注目すべきものであり,探

査法の採用についても先駆的な試みがなされた.そ

の内で物理探査は12の方法が実施された.また個

々の調査法について,その有効性の検討を行った点

においても画期的であったといえ,第3表に示し

ているその評価内容には興味深いものがある.各探

査法についてはさらに概査･精査･貯留層探査の

3段階に分けての有効性の検討を行っており,精査

地質ニュｰス457号�
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策3表｢大規模深部地熱発藺所環境保全実証調査｣

における物理探査と評価内容

第4表r地熱探査技術等検証調査｣(仙岩･栗駒)に

おける物理探査と評価内容

探査法�有効性�問題点･

��適用限界

熱流量調査�熱水上昇流域を�深部への外挿

(80～500m)�検出�困難

重力探査�地下構造情報が�コソトロｰル点

�高精度�必要

空中磁気探査�地勲徴侯との�地域差の考慮

�対比良好�必要

シュラソベルジャｰ�浅部構造把握に�深部で分解能

法電気探査�効果有り�不良

AEMT法調査�比低抗分布把握�深度解析が

�が簡便�不可能

MT法調査�深部情報に信頼�浅部構造の影響

�性高い�有り

自然電位法電気探査�地熟徴侯地把握�異常性の解釈

�が簡便�困難

ダイポｰルマツピソ�比低抗分布把握�深部情報の把握

グ法電気探査�が簡便�不良

中発破(屈折法)探査�地下4kmまで�深都で分解能

�構造提供�低下

ブライトスポット�可探深度が深い�複雑た地層には

(反射法)調査��不適

徴小地震探査�地熱活動状況を�構造決定が困難

�推定可能�

(空中赤外線)勲映像�広域熟異常把握�表面的把握に

調査�に効果的�限定

段階で有効とされている物理探査法としては,

MT法･勲流量･徴小地震法があげられている.

MT法については概査から貯留層探査に至る各段

階で利用度が高いとされている.

『地勲探査技術等検証調査』

(仙岩･栗駒地域:1983～88年)

本調査は,それまでに蓄積されていた地熱探査技

衛を集大成して,広域にわたる大規模た深部地熱資

源に対して適用可能た探査技衛の確立をはかろうと

するもので,堅固た帽岩層の有無による異なる2

タイプの地熱構造モデルについて,深部地勲資源探

査に有効と考えられる探査技術を地表から適用し

て,その結果を坑井調査によって検証するという目

的で行われた.モデル地域としては仙岩地域と栗駒

地域カミ対象とされた.その結果,約3000mにおよ

ぶ地下深部から高品位の地勲蒸気の噴出に成功して

いる.また最後にそれら調査法についてそれぞれ有

効性･コスト･間題点･適用性･間題点および改良

点などの評価を行った.用いられた約10種類の物

理探査法とその評価の概略内容を第4表にまとめ

ている.シュラソベノレジャｰ法については浅部構造

1992年9月号

探査法�有効性�間題点･

��適用限界

熱流量調査(200～800m)�地下熱分布推定�掘削点設定が

�に有効�不自由

放熱量調査�地勲資源量を�深部情報の捕提

�推定�困難

重力探査�地質基盤深度を�地層密度地域差

�捕捉�有り

磁気探査�貫入岩の存在を�局所異常の把擾

�推定�困難

MT法探査�深部低比低抗部�浅部異常の影響

�を捕捉�有り

シュラソベルジャｰ�浅部構造把握に�悪地彩部で解析

法電気探査�効果的�不良

チュｰベル法電気�詳細た比低抗�坑井位置による

探査�分布を把握�規制有り

屈折法弾性波探査�大局的地質構造�中層低速度層が

�を把握�影響

反射法弾性波探査�可探深度が深い�道路状況による

��規制有り

微小地震探査�熱源等の位置を�活動に地域差

�推定可能�有り

空中(赤外線)熱映像�熱供給域把握に�傾向的把握に

調査�効果的�限定

の把握に効果があり,勲探査法として勲流量調査や

勲映像法が,また,地勲活動状況を把握するものと

して,徴小地震がある.しかしこれは地域差によっ

て左右されるようである.

5.地熟開発現場の物理探査法評価

では,実際の地勲開発現場では物理探査法につい

てどのようた評価がたされているであろうか.以下

では文献(日本地勲調査会,1988)に現わされた彼

ら自身の評価についてまとめを試みる.対象とした･

のは葛根田･澄川･上の岱･奥会津･滝上･八丁原

･小国･霧島･伏目の9地域(第9図)で,いずれ

の地域も既に発電を開始しているか,あるいはほぼ

それに近い段階までにかたり開発カミ進行している.

尚,八丁原と葛根田については既に5万KW級の

発電がたされており,八丁原については同一地域内

に2号機目の5.5万KW発電所も運転開始してい

る.葛根田についてもやはり2号機の設置を目指

した開発が続げられている.これらの地域では1

号機の運転開始までにも多くの調査がたされてい

て,地下状況がかなり詳細に知られている点が他の�
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地域とは異なっている.

第5表には,それら各地域で適用された物理探

査法毎の評価内容のコメントを要約している.ここ

で挙げられている探査法は彼ら自身が報告している

内容に限定したため,各地域で実施された探査法の

総てを網羅していない恐れもあるが,重要な役割を

果たした探査について記載を省く訳もたく,また特

に記述していない探査については注目すべき点がな

かったためと考えられるので無視してかまわたいで

あろう.しかし開発に直面しているディベロッパｰ

の評価であるから,かたり本質的な要素を含んでい

るものと考えられる.記載のある探査法の内,検層

と貯留層評価的調査は評価法的淀役割であるためこ

こでは除いている.また,表中ではその手法別に評

価内容を示しているが,中には実施したものの特に

何も言及していない探査法もある.各地域の評価内

容を比較すると,探査が効果的であったとしている

のは断層破砕帯や断裂構造を捕捉した場合が多い.

地熱流体の賦存状態がそれらに規制されていること

を窺わせる.

これらをよりわかり易い形で比較できるように整

理したのが第6表である.複数の評価がある探査

法を主体としてまとめ,1回限りのものは下欄に参

考として載せている.これにより探査法毎の評価傾

向が現れていて,興味深い.即ちMT法電磁探査

や反射法地震探査の評価が高く,重力探査と坑井利

用電気探査がこれに次いでいる.これらに対して磁

気探査が最も評価が低く,ほとんどの地域で効果が

無かったとされている.最も評価が良いMT法に

ついては,断層破砕帯の把握に効果があったとして

いるところが多いことが第5表より窮瞭である.

また磁気探査については地表付近の磁性岩体の影響

が大きくて,地下深部の構造を反映していないと評

価されている.地温探査法も一都地域で同様な評価

がなされているカミ,有効としている地域もいくつか

あって評価が分かれている二これはその地域の水理

特性等を考慮した深度で測定をすれば効果的である

ことを示している.また,シュランベルジャｰ法垂
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第5表

地熱開発地域で適用された物理探査法の評価内容

地域�物理探査項目と評価内容�地域�物理探査項目と評価内容

�1.重力探査………･･一一･………一……･･…貫入岩体･大規模フラクチャ��1.浅層反射法(ミニソｰシｰ法)…1000m深までの断裂構造線の把握に効果

�2.反射法弾性波探査…断層･貫入岩体･基盤岩･透水性破砕帯捕提に効果��2.シュランペルジャ法電気探査…地熱水貯留域の拡がり把握に効果,噴気

�3.AE法マッピング…逸泥方向把握に効果,フラクチャの大きさの判断に��成功に寄与

A�有効��3.TDEM法電気探査……………一………･…･地下構造を反映せず,無効

�4.MT法電磁探査……比抵抗分布とフラクチャ方向･断層構造と相関有り�F�4.CSAMT法電気探査

�5.Tube1法電気探査…比抵抗分布とフラクチャ方向･断層構造と相関有り��5.流電電位法電気探査･………………･･………地熱流体上昇域の把握に効果

�1.重力探査…深部裂かの存在示唆,基盤深度と高温貯留層域の把握に有効��6.地温分布調査(500～700m)…500m深までの地温構造から,以深の温

���度分布推定に効果有り

�2.反射法地震探査……一･………･一一………･………地層の境界面を捕捉��7.放熱量調査一…･環境モニタリングと流体流動シミュレｰションに有用

�3.地上磁気探査…地表付近磁性岩体の影響大きく,地下熱構造を反映せず��

�4.空中磁気探査………･………･･…………･…･･……広域的た熱源位置を示唆��1.MT法探査……断層･破砕帯の把握に有効,調査井の掘削点決定に寄与

B�5.シュランペルジャ法電気探査一一…………･高温貯留層の分布域を示唆�G�2.CSAMT法探査･･…………･MT法との併用で,断層･破砕帯把握に効果

�61MT法電磁探査……………………･………･･地熱貯留層境界の推定に効果��3.流電電位法……調査法の特性に注意力泌要だが,調査井掘削地点決定に

���利用可能

�7.SP法電気探査��

�8.地温一熱流量調査(10/80m)…帽岩層厚く地下深部の熱構造を反映せず��1.重力探査…………………………一……･･主要た地質構造線の推定に効果

���2.地上磁気探査･･…………･浅部地質の影響大きく深部清報得られず,無効

�1.重力探査……一……･………………断層等地下構造の推定に極めて有効��3.シュランペルジャ法電気探査…断裂貯留層沿難透水性帽岩層把握に効果

�2.地上磁気探査…………………一……………･深部構造を反映せず,無効��4.ハイボｰル･ダイポｰル法電気探査………難透水性帽岩層の把握に効果

C�3.垂直法電気探査…………･一･･…………一…･一一…………断裂帯を捕捉�H�5.MT-AFMT法電磁探査…断裂貯留層沿い難透水性帽岩層の把握に効果

�4.平均3極法水平電気探査………浅都の影響大,潜在変質帯を検出できず��6.坑井利用(流電電位法)電気探査…………難透水性帽岩層の把握に効果

�5.地温調査(50m)…一･………･･･…………･150m深の高温異常帯を捕捉��7.自然電位法電気探査

�1.QMT(ELトMT)法化低抗マッピング探査…信号カミ不安定,地形･地質��8.放熱量調査(10/30m)…地下断裂系形態の捕捉に効果,但し徴候地付

�の影響大��近のみに限られる

D�2.TDEM法比低抗探査一…･地熱貯留層の断層破砕帯の延長方向を推定��1.重力探査………………局所的陥没構造を検出,地熱貯留層の存在を示唆

�3.熱流量調査…一……･…･･･…………………･…高勲流量域は開発域に対応��2.反射法地震探査…地層不連続面･破砕帯を確認,貯留層形態推定に効果

�1.重力探査��3.空中磁気探査

�2.微小地震探査��4.シュランペルジャ法電気探査…………………深部情報を十分に得られず

�3.シュランペルジャ法電気探査�I�5.MT法探査……･…･…一深都高温異常域に良い相関,熱水対流域を把握

�4.MT法電磁探査………………深部地熱貯留層の把握に効果,信頼性良好��6.Tube1法電気探査･一一……一･…MT法より詳細た貯留層分布を把握

E�5.流電電位法電気探査��7.地温分布調査(20/50m)…深部高温域に相関ある浅部高温異常域検出

�6.熱流量調査(150m)��に効果有り

�7.自然放射能探査��8.微小地震観測

�8.自然地震モニタリング��
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第優表

地勢開発地域における物理探査法の評価

○有効X無効十実施

一未実施･無

調査�法�A�B�C�D�E�F�G�H�I

重力探査��十�○�○�'�十�一�一�○�十

反射法地震探査��○�十�'�一�'�○�■�一�○

微小地震法��一�'�一�一�十�一�一�■�十

磁気探査��■�×�×�'�'�一�一�×�斗

シュランペルジャ法��'�十�十�一�十�○�一�○�十

MT法電磁探査��十�○�'�'�○�'�○�十�○

TDEM法��■�'�'�十�一�×�一�一�一

坑井利用電気探査��十�一�■�'�十�○�十�○�○

SP法��一�十�一�一�一�一�■�十�一

地熱･熱流量調査��一�×�十�十�十�○�一�十�○

�(○)�AEM���●�●����■

その他探査�(×)���3極法�QMT����■�

�(十)�■����放射能�CSA�CSMT�BP-DP�

直電気探査は利用頻度が高い割りには評価はそれほ

ど高くたい.恐らくMT法との比較上の評価とな

っているからであろう.

物理探査法についてはそれぞれの方法により特徴

があるので,その特徴を生かすような用い方をして

いたかどうかとか,さらには解析方法によっても結

果が大きく左右されるので,それらの点を充分に検

討せずに第6表の結果をもって一概に探査方法の

優劣に結びつけるのは危険である.それらの評価が

普遍的たものであるかどうカ㍉今後更に検討の余地

はあるだろう.しかし,各探査法がどのような現象

の把握に効果を上げているかを知ることができて,

利用する上で参考にたる.

㊧｡今後の地熱開発における物理探査の役割

竃.1地熱開発の新しい状況

これまで地熱開発における物理探査の利用状況や

評価について述べてきたが,今後の物理探査の動向

を考える場合は,当然のことながら地熱開発の動向

を考慮しなげればたらたい.近年の地熱開発につい

ては,いくつか新しい状況が生じてきている.まず

その一つは地熱流体の賦存に関わることであって,

地熱流体が断層や破砕帯に滞留し,流動していると

いうことが明らかになってきた点である.そのため

探査内容として,断層や破砕帯の捕捉が重視される

ようになってきた.電気探査で例えるたらぱ,単な

る低比低抗部そのものではなく,それから高比低抗

都への遷移部など比抵抗分布の変化部,却ち地下構

造の境界部の抽出へと興味が移っている.これらの

点は,前節で述べた地熱開発現場における評価内容

(第6表)にも現れていた.

次には,全体的に地熱開発がかたり進展している

という点である.地熱発電所は既に全国10ケ所で

運転中であり,更に今後10年程度あ内に8ケ所の

運転開始が予定されている(第9図).そのようた

状況は,既開発地域について以下のような新しい状

況を招来すると考えられる.つまり,

(1)生産井については数年毎に代替ボｰリングの必

要があるため,運転中のサイトでは掘削が恒常的に

なされている状況とたる.

(2)既存発電所に対する2号機の併設方式の成功

のため,既開発地の再開発が増加する.この方式は

既に2ケ所で行われているが,大型単機設置方式

よりも投下資本の早期回収という点からも合理的で

あると思われる.

6.2今後の地熱探査の役割

以上より今後の物理探査法について展望する.地

熱探査について到来する新しい状況は,生産井の代

替ボｰリングや2号機の増設のために,既に一応

の開発が終わっている地域に対する再開発のための

探査の需要が増すであろうという点である.しか

し,それらの開発が既に稼働中の坑井及び貯留層に

対して影響を与えるものであってはたらない.即ち

地質ニュｰス457号�
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共食い現象を招きかねない恐れを内在しているとい

うことである.そのようたことは逆効果であるばか

りではなく無駄な経費を増やすだげであるから,営

業上の大きな問題とたる.そのためそうした状況を

防止する技術が必要となる.貝口ち,今後は｢水収支｣

や｢水流動｣といった,地熱地域におけるトｰタル

なr水｣のあり方と挙動を把握する技術が重要とな

る.本文の冒頭でも述べたように,これまでの探査

は地熱3要素の内,貯留構造の把握にのみ捕らわ

れ過ぎていた.r水｣を把握するための探査技術の

開発がこれまで以上に必要とたる.

そして発電規模の拡大につれて極めて多量の地葱

水採取が行われるようになるため,採取スピｰドが

熱水供給スピｰドを上まわる恐れが増大している.

こうした状況は生産量の減少に直結するので,発電

所建設後では大きな問題となる.このため建設以前

の段階における精度の高い地熱貯留量の把握,また

建設後は営業運転の障害とならないような探査活

動,減少量の回復のための探査法,簡便で正確たモ

ニタリング法といった点が物理探査に望まれるであ

ろう.つまり,これまでのように,これから開発す

る地域に対する探査ではなく,利用中の地域に対し

て可能でかつ営業運転に害が無くしかも有効た探査

法が求められるであろう.

それと共に,従来の新観地域において開発サイト

を絞り込むという方式から,既にある程度の地熱水

が確認･開発されたサイトから外側への拡大型探査

方式への転換が必要とたっている.それは単に水平

方向だけではなく,既存開発深度からさらに深部に

向けての開発を目指すこともより重要とたるだろ

う.そのため調査対象地域の状況によって,これま

で以上に探査法を使い分けていくことが望まれるで

あろう.既に運転を開始してから10年以上経って

いる地域,未だ発電には到ってはいたいが周辺の地

下構造についてかなりわかっている地域,これから

開発サイトの絞り込みをしようとする場合では,探

､査目的が異なるため適用する探査方法が異なって当

然であろう.それらのT･P･0に応ずるため,物理

探査法の適用メニュｰが3分化されるだろう.以

上を項目別にまとめると,今後は次のようだ探査方

式の確立が必要とたると思われる.

探査目的の上からは,

a)拡大型(鑓先探鉱型)探査法

b)水分布･水流動把握型探査法

探査方法としては

1)中規模エリア高密度型探査法

2)難地形対応低高度空中探査法

3)生産活動の刺激利用型探査法

4)坑井利用型探査法

5)非ダメｰジ型探査法

そのため先ず,既述Lたような各探査法についての

評価内容をこれらの目的から再整理して,今後の物

理探査法の開発方針を明確化することが望まれる一
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